
平成２１年８月１４日

中小企業再生支援協議会の活動状況について

経済産業省では、このたび、中小企業再生支援協議会の平成２１年度第１四半

期（平成２１年４月～６月）の活動状況を取りまとめました。

・今期の窓口相談企業数は、７７９社でした。前年同期（７６８社）に比べてわ

ずかではありますが増加しました。

・今期の再生計画策定支援完了数は９６社でした。この結果、５，５３６名の雇

用確保効果がありました。

・金融支援の手法としては、リスケジュール（債務の繰延べ）によるものが全体

の約９割を占めています。

・平成１５年２月の発足以来の累計では、１８，１１７社からの窓口相談に応じ、

２，２０１社について再生計画策定支援を完了し、１３７，６２５名の雇用を

確保しました。

１．これまでの協議会の活動状況（累計）

平成１５年２月の協議会設立以降、平成２１年６月末までの窓口相談企業数は、累

計で１８，１１７社となっています。また、金融機関との調整を含む抜本的な対策が

必要な企業に対する再生計画の策定支援（以下「二次対応」といいます。）の完了数は、

累計で２，２０１社あり、これにより１３７，６２５名の雇用が確保されました。な

お、４９２社については引き続き二次対応中となっています。

２．平成２１年度第１四半期の窓口相談活動状況

新規の窓口相談（以下「一次対応」といいます。）の数は７７９社で前年同期（７６

８社）からわずかですが増加しています。業種別では製造業が３５％（前年同期３０％）

を占め、続いて卸売・小売業２０％（同２１％）、建設業１５％（同１７％）となって

います。

◆一次対応の状況 （７７９社の内訳）

・二次対応へ移行 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １５社

・再生計画策定支援候補として相談を継続 ・・・・・ ２５６社



・企業の課題解決のための具体的な方策を提示 ・・・ ３９０社

・再生可能性が低く協議会での対応が困難 ・・・・・ １０社

・その他（関連制度の紹介・提示等）・・・・・・・・ １０８社

３．平成２１年度第１四半期の再生計画の策定・支援状況

二次対応完了の企業数は９６社で、前年同期５５社と比べ約７５％増加しました。

また、再生計画策定支援中の企業数は４９２社で、前年同期の３９１社に比べ約２

６％増加しています。

さらに、現状の経営環境を踏まえ精緻な事業性の見極めが必要となる案件として、

二次対応に入る前に事前調査を行っているものが７９社あります。

◆再生計画の策定・支援の状況

・再生計画策定支援を完了 ・・・・・・・・・・ ９６社（前年同期５５社）

・再生計画策定支援中 ・・・・・・・・・・・・４９２社（前年同期３９１社）

（うち、今期新たに再生計画の策定支援を開始・１６９社（前年同期１０５社））

・再生計画策定事前調査中 ・・・・・・・・・・・・ ７９社

※「再生計画策定事前調査中」とは、再生計画策定支援を行うことが適当であ

るか判断する場合や、再生計画策定支援に移行する前に、外部専門家による事

業面での問題分析・支援を行うことをいいます。

（本発表のお問い合わせ先）

中小企業庁経営支援部経営支援課長 岸本吉生

担当者：高橋、菅井、松田（晴）

電 話：０３－３５０１－１５１１（内線：５３３１）

０３－３５０１－１７６３（直通）
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平成２１年度第１四半期における中小企業再生支援協議会の活動状況の概要

１ 協議会での相談企業に対する対応状況について

○ 平成２１年度第１四半期に協議会に相談に訪れた企業は７７９社でした。

これは、前年同期（７６８社）に比べ、わずかですが増加しています。

○ 業種別では、製造業、卸売・小売業、建設業の順で割合が高くなっています。

この３つの業種が相談企業の上位を占める傾向は変わりませんが、昨年度（平

成２０年度累計及び平成２０年度第１四半期）と比較して、製造業の割合が増

えています。
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２ 再生計画の策定支援について

○ 平成２１年度第１四半期に再生計画の策定を開始した案件は１６９社あり、こ

の他に、計画策定事前調査中の案件が７９件ありました。

○ また、平成２１年度第１四半期に再生計画の策定を完了した案件は９６社でし

た。これは、前年同期（５５社）に比べ、約７割増加しました。

○ 業種別では、製造業、卸売・小売業、建設業の順で割合が高くなっています。

これを、昨年度と比較してみると、これらの業種が上位を占める傾向に変わり

はありませんが、詳細を見ると、卸売・小売業の割合が１０ポイントの増加、

飲食業・宿泊業の割合が１０ポイントの減少となりました。
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○ また、売上高では、売上高１～５億円の企業の割合が大幅に減少し、５億円を

超える企業の割合が増加しています。

○ 従業員数では、２１～１００名が全体の約６割を占める一方、２０名以下の小

規模な企業が全体の約４分の１まで減少しました。
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○ 金融支援の手法では、金融機関による条件変更（リスケジュール）を受けた案

件が（他の手法を併用したものを含め）全体の約９割を占め、金融機関から債

権放棄を受けた案件が５％に留まりました。

これは、昨今の経済環境状況から、債権放棄のような抜本的な再生手法を実施

する案件については債権者・債務者間の合意形成が困難となっていることや、

昨年秋に金融検査マニュアルが改定され、再生支援協議会が策定する「合理的

かつ実現可能性の高い経営改善計画」により債務者区分の上位変更が認められ

たことから、リスケジュールによる支援完了案件が増えたことが背景にあるも

のと考えられます。
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１． 相談取扱い企業数と再生計画策定案件の推移
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２．中小企業再生支援協議会の協議会別相談対応実績

（単位：企業数）

都道府県 設置主体

相談企業数
（参考）

平成 21 年度第１四半期

累計
うち平成 21 年度

第１四半期
金融機関事前相談

北海道 札幌商工会議所 451 25 9
青森県 (財)２１あおもり産業総合支援センター 339 17 8
岩手県 盛岡商工会議所 297 11 9
宮城県 （財）みやぎ産業振興機構 532 18 2
秋田県 秋田商工会議所 170 4 0
山形県 （財）山形県企業振興公社 190 11 3
福島県 （財）福島県産業振興センター 312 26 0
茨城県 水戸商工会議所 472 14 6
栃木県 宇都宮商工会議所 483 16 9
群馬県 （財）群馬県産業支援機構 331 13 0
埼玉県 さいたま商工会議所 512 11 4
千葉県 千葉商工会議所 476 24 8
東京都 東京商工会議所 1152 75 16
神奈川県 （財）神奈川産業振興センター 398 26 13
新潟県 （財）にいがた産業創造機構 317 9 0
長野県 （財）長野県中小企業振興センター 248 14 2
山梨県 （財）やまなし産業支援機構 424 12 4
静岡県 静岡商工会議所 484 11 2
愛知県 名古屋商工会議所 474 28 8
岐阜県 岐阜商工会議所 303 10 0
三重県 （財）三重県産業支援センター 264 15 1
富山県 （財）富山県新世紀産業機構 235 7 29
石川県 （財）石川県産業創出支援機構 286 17 3
福井県 福井商工会議所 345 17 2
滋賀県 大津商工会議所 248 16 11
京都府 京都商工会議所 315 20 7
奈良県 奈良商工会議所 259 8 1
大阪府 大阪商工会議所 828 50 6
兵庫県 神戸商工会議所 472 23 10
和歌山県 和歌山商工会議所 181 3 2
鳥取県 （財）鳥取県産業振興機構 187 5 1
島根県 松江商工会議所 220 5 1
岡山県 （財）岡山県産業振興財団 931 17 5
広島県 広島商工会議所 351 20 3
山口県 （財）やまぐち産業振興財団 310 5 2
徳島県 徳島商工会議所 231 7 1
香川県 高松商工会議所 347 8 4
愛媛県 松山商工会議所 259 11 2
高知県 高知商工会議所 190 5 0
福岡県 福岡商工会議所 573 40 4
佐賀県 佐賀商工会議所 370 17 0
長崎県 長崎商工会議所 417 24 4
熊本県 熊本商工会議所 463 13 1
大分県 大分県商工会連合会 309 11 2
宮崎県 宮崎商工会議所 276 17 2
鹿児島県 鹿児島商工会議所 380 13 2
沖縄県 那覇商工会議所 505 10 0

合 計 18,117 779 209
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３．中小企業再生支援協議会の協議会別計画策定支援等の活動状況

（単位：企業数）

都道府県 設置主体

計画策定支援完了件数 平成 21 年度

第 1 四半期

計画策定

事前調査中

平成 21 年度

第 1 四半期

計画策定

支援中

うち平成 21 年度

第 1 四半期

北海道 札幌商工会議所 81 8 0 11
青森県 (財)２１あおもり産業総合支援センター 31 4 2 21
岩手県 盛岡商工会議所 30 3 0 8
宮城県 （財）みやぎ産業振興機構 23 0 0 7
秋田県 秋田商工会議所 24 0 2 8
山形県 （財）山形県企業振興公社 25 1 1 11
福島県 （財）福島県産業振興センター 27 2 2 14
茨城県 水戸商工会議所 61 0 2 4
栃木県 宇都宮商工会議所 122 8 0 30
群馬県 （財）群馬県産業支援機構 23 0 2 14
埼玉県 さいたま商工会議所 66 0 0 10
千葉県 千葉商工会議所 53 0 0 8
東京都 東京商工会議所 98 3 10 25
神奈川県 （財）神奈川産業振興センター 46 1 2 10
新潟県 （財）にいがた産業創造機構 40 0 1 5
長野県 （財）長野県中小企業振興センター 27 2 0 5
山梨県 （財）やまなし産業支援機構 16 0 1 4
静岡県 静岡商工会議所 79 3 1 14
愛知県 名古屋商工会議所 51 2 4 10
岐阜県 岐阜商工会議所 36 3 0 11
三重県 （財）三重県産業支援センター 31 0 2 11
富山県 （財）富山県新世紀産業機構 24 0 3 9
石川県 （財）石川県産業創出支援機構 62 0 1 33
福井県 福井商工会議所 45 3 0 0
滋賀県 大津商工会議所 36 3 1 8
京都府 京都商工会議所 78 6 3 15
奈良県 奈良商工会議所 24 0 0 4
大阪府 大阪商工会議所 54 3 2 15
兵庫県 神戸商工会議所 44 2 3 17
和歌山県 和歌山商工会議所 21 0 0 5
鳥取県 （財）鳥取県産業振興機構 31 1 0 5
島根県 松江商工会議所 35 0 1 7
岡山県 （財）岡山県産業振興財団 92 4 3 9
広島県 広島商工会議所 55 3 3 11
山口県 （財）やまぐち産業振興財団 73 2 3 15
徳島県 徳島商工会議所 49 2 0 12
香川県 高松商工会議所 50 2 0 10
愛媛県 松山商工会議所 66 1 0 7
高知県 高知商工会議所 51 4 1 12
福岡県 福岡商工会議所 52 5 0 16
佐賀県 佐賀商工会議所 39 4 12 2
長崎県 長崎商工会議所 47 1 0 8
熊本県 熊本商工会議所 46 2 0 5
大分県 大分県商工会連合会 21 0 0 5
宮崎県 宮崎商工会議所 28 0 4 11
鹿児島県 鹿児島商工会議所 48 6 1 3
沖縄県 那覇商工会議所 40 2 6 7

合 計 2,201 96 79 492
※「計画策定事前調査中」とは「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」６．（２）③による支援を行

っていることをいう。
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４．協議会の相談企業に対する対応状況

（１）相談案件(18,117 件)の年度別推移
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（２）企業相談数（18,117 社）に対応する対応状況

対応状況 企業数 比率
計画策定支援完了 2,201 12.1%
計画策定支援中 492 2.7%
計画策定事前調査中 79 0.4%
計画策定候補（2次対応等検討中） 376 2.1%
相談段階で企業の課題解決の提示 9,816 54.2%
協議会での私的再生対応が困難 1,032 5.7%
その他 4,121 22.7%

計 18,117 100.0%
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0.4%

2.1%

54.2%

5.7%

22.7%

計画策定支援完了

計画策定支援中

計画策定事前調査中

計画策定候補（2次対応
等検討中）

相談段階で企業の課題
解決の提示

協議会での私的再生対
応が困難

その他

（３）２１年度第１四半期企業相談数（779 社）に対する対応状況

対応状況 企業数 割合
再生計画策定支援（候補含む） 271 34.8%
相談段階で企業の課題解決提示 390 50.1%
協議会での私的再生対応が困難 10 1.3%
その他 108 13.9%

計 779 100.0%

34.8%

50.1%

1.3%

13.9%

再生計画策定支援
（候補含む）

相談段階で企業の課
題解決提示

協議会での私的再生
対応が困難

その他
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（４）業種別

企業数 割合 企業数 割合
製造業 5,124 28.3% 272 34.9%

卸売・小売業 4,150 22.9% 155 19.9%

飲食業・宿泊業 1,677 9.3% 56 7.2%

建設業 3,101 17.1% 119 15.3%

運輸業 768 4.2% 25 3.2%

ｻｰﾋﾞｽ業 2,342 12.9% 95 12.2%

不動産業 450 2.5% 24 3.1%

医療・福祉 178 1.0% 11 1.4%

情報通信業 160 0.9% 14 1.8%

鉱業 32 0.2% 1 0.1%

教育、学習支援業 99 0.5% 4 0.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 36 0.2% 3 0.4%

合計 18,117 100.0% 779 100.0%

今回公表分
業種

累積

＜業種別割合（累積）＞

28.3%

22.9%
9.3%

17.1%

4.2%

12.9%

2.5%2.8%

製造業

卸売・小売業

飲食業・宿泊業

建設業

運輸業

ｻｰﾋﾞｽ業

不動産業

その他

（５）相談経路

企業数 割合 企業数 割合
金融機関 6,043 33.4% 232 29.8%
企業本人 10,151 56.0% 415 53.3%
商工会議所・商工会 1,174 6.5% 60 7.7%
都道府県・
中小企業支援センター

749 4.1% 72 9.2%

合計 18,117 100.0% 779 100.0%

経路
累積 今回公表分

＜経路別相談割合（累積）＞

33.4%

56.0%

6.5%
4.1%

金融機関

企業本人

商工会議所・商工会

都道府県・
中小企業支援センター等
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５．再生計画策定完了案件 2,201 社（今回公表分 96 社含む）の特徴

（１） 完了案件の年度別推移

101

355

438
485

394

332

96

0

100

200

300

400

500

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H2１年度

（２） 業種

企業数 割合 企業数 割合
製造業 817 37.1% 30 31.3%
卸売・小売業 489 22.2% 29 30.2%
飲食業・宿泊業 298 13.5% 5 5.2%
建設業 260 11.8% 12 12.5%
運輸業 120 5.5% 9 9.4%
ｻｰﾋﾞｽ業 130 5.9% 9 9.4%
不動産業 36 1.6% 1 1.0%
医療・福祉 15 0.7%
情報通信業 11 0.5% 1 1.0%
鉱業 9 0.4%
教育、学習支援業 13 0.6%
電気・ガス・熱供給・水道業 3 0.1%

合計 2,201 100.0% 96 100.0%

業種
累積 今回公表分

＜業種別割合（累積）＞

37.1%

22.2%

13.5%

11.8%

5.5%

5.9%
1.6% 2.3%

製造業

卸売・小売業

飲食業・宿泊業

建設業

運輸業

ｻｰﾋﾞｽ業

不動産業

その他

（３）売上高

企業数 割合 企業数 割合
1億円以下 143 6.5% 10 10.4%
1億円超～5億円以下 829 37.7% 31 32.3%
5億円超～10億円以下 518 23.5% 20 20.8%
10億円超～50億円以下 615 27.9% 30 31.3%
50億円超 96 4.4% 5 5.2%

合計 2,201 100.0% 96 100.0%

売上高
累積 今回公表分

＜売上高割合（累積）＞

6.5%

37.7%

23.5%

27.9%

4.4%

～1億

1億～5億

5億～10億

10億～50億

50億～
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（４）従業員数

企業数 割合 企業数 割合
１～１０名 229 10.4% 11 11.5%
１１名～２０名 394 17.9% 14 14.6%
２１名～１００名 1,231 55.9% 55 57.3%
１０１名～２００名 230 10.4% 10 10.4%
２０１名以上 117 5.3% 6 6.3%

合計 2,201 100.0% 96 100.0%

従業員数
累積 今回公表分

＜従業員数割合（累積）＞

10.4%

17.9%

55.9%

10.4%

5.3%

１～１０名

１１名～２０名

２１名～１００名

１０１名～２００名

２０１名～

（５）協議会来訪経路

企業数 割合 企業数 割合
1,720 78.1% 75 78.1%

都市銀行 58 2.6% 1 1.0%
地方銀行 784 35.6% 36 37.5%
第二地方銀行 265 12.0% 15 15.6%
信金・信組 387 17.6% 19 19.8%
政府系 169 7.7% 4 4.2%
その他金融機関 57 2.6% 0 0.0%

481 21.9% 21 21.9%
2,201 100.0% 96 100.0%

累積 今回公表分

合計

経路

金融機関

企業等

＜経路別割合（累積）＞

2.6%

35.6%

12.0%
17.6%

7.7%

2.6%

21.9%

都市銀行

地方銀行

第二地方銀行

信金・信組

政府系

その他金融機関

企業等

（６）事業面での施策

①事業の選択と集中による事業改善

企業数 割合 企業数 割合
管理会計手法導入による製品別・取引先別等の選択と集中 1105 50.2% 51 53.1%
グループ再編等による不採算事業撤退や効率化 233 10.6% 18 18.8%
完了案件総数 2,201 96

取組
累積 今回公表分

50.2%

10.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

管理会計手法導入

グループ再編等
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②雇用確保効果

経費削減にあたっては、雇用確保に最大限配慮しており、累計で 137,625 人（今回公表分で 5,536 人）

分の雇用確保効果があった。

企業数 割合 企業数 割合
全ての雇用を維持した企業 1,602 72.8% 53 55.2%
（うち新規に雇用した企業） 215 9.8% 4 4.2%
人員を削減した企業 599 27.2% 43 44.8%
完了案件総数 2,201 100.0% 96 100.0%

累計 今回公表分
確保効果

（７）金融支援の手法

企業数 割合 企業数 割合
債務免除の実施 498 22.6% 5 5.2%
・直接放棄 265 12.0% 3 3.1%
・譲渡・分割による第二会社方式 233 10.6% 2 2.1%
金融機関、取引先からの借入金の株式化（ＤＥＳ） 55 2.5% 3 3.1%
金融機関による借入金の資本的劣後ローン（ＤＤＳ） 162 7.4% 5 5.2%
協議会版資本的借入金 11 0.5% 6 6.3%
金融機関による条件変更（リスケジュール） 1,407 63.9% 88 91.7%

平成17年税制改正適用 31 1.4% 2 2.1%

ＲＣＣや債権管理会社からの卒業 157 7.1% 0 0.0%
ファンド活用 124 5.6% 0 0.0%

完了案件総数 2,201 96

金融支援
累積 今回公表分

（注）上記手法を複数実施している案件がある。

（８）政策的支援措置

企業数 割合 企業数 割合
企業再建資金、自治体保証制度等による新規融資 583 26.5% 46 47.9%
信用保証協会の円滑化借換保証制度 115 5.2% 1 1.0%
信用保証協会によるプレDIP 10 0.5% 1 1.0%
中小企業整備基盤機構によるプレDIP 1 0.0% 0 0.0%
※完了案件総数 2,201 100.0% 96 100.0%

累積 今回公表分



中小企業再生支援協議会とは

協議会事業

多様な中小企業の事業再生を支援するため、平成１５年に各都道
府県に１箇所づつ中小企業再生支援協議会を設置しています。
各協議会に、企業再生に関する知識と経験を持つ専門家（公認会
計士、税理士、弁護士、中小企業診断士等）が常駐しており、中小
企業の再生に係る相談などにきめ細やかに対応しつつ、地域の総
力を結集し再生を支援しています。

支援スキーム

窓口相談（１次対応）

常駐専門家が、ヒアリング・面談等により中小企業の経営状況を把握し、
提出資料等の分析を通じて 経営上の問題点や具体的な課題を抽出し

常駐専門家が中心となり、中小企業診断士等の外部専門家、関係金融機
関等により個別支援チームを編成し、再生計画策定を支援。

提出資料等の分析を通じて、経営上の問題点や具体的な課題を抽出し、
どのような支援が最も良いのかを検討します。

「再生計画」策定支援（２次対応）

「再生計画」の策
定が必要だと
判断した場合

適切な窓口（商工会議
所・商工会・中小企業
支援センター・政府系
金融機関等）を紹介。

可能な範囲でのアド
バイスや専門家等の
紹介。

関係機関の窓口を
紹介することが適切
だと判断した場合

再生の可能性が低
く協議会での対応が
困難だと判断した

場合



参考資料

再生計画策定完了案件の概要

○平成２１年度第１四半期（平成２１年４月～６月）に再生計画策定支援を完了した案件

の概要を一覧にしています。

○平成２１年度第１四半期に再生計画策定支援を完了した案件は、９６件でした。

○このうち、実施要領に示す抜本的な内容を伴う再生計画としての基準（※）を満たす案

件は、５０件ありました。これらの案件では、事業面での取組に加え、金融面において、

主に直接放棄や第二会社方式等の抜本的な手法を用いた再生計画となっています。（概要

１）

○また、上記以外の案件は、４６件ありました。これらは、事業面での取組みとともに、

金融面において、主にリスケジュール等の手法を用いた再生計画が大半です。（概要２）

※ 「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準

・当要領「 ６．再生計画策定支援（第二次対応） （５）再生計画案の内容 」では、再生計画策定

支援（二次支援）について下記のとおり数値基準を定めています。

①実質的に債務超過である場合は、３～５年以内を目処に、実質的な債務超過を解消する。

②経常利益が赤字である場合は、概ね３年以内を目処に、黒字に転換する。

③再生計画の終了年度（原則として実質的な債務超過を解消する年度）における有利子負債の対キ

ャッシュフロー比率が概ね１０倍以下。

（注）企業の業種特性や固有の事情等に応じた合理的な理由がある場合には、これを排除するもので

はない。



（参考） 再生計画策定支援完了案件の概要（その１）

◆「中小企業再生支援協議会実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準を満たす再生計画策定を支援した案件（５０件）

譲渡・分割
＋清算

直接放棄 計画年度 計画年度 倍 計画年度

2106 宿泊業 90 1,212 102 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 2 9 1

2107 小売業 10 253 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10 10 1 1

2108 製造業 80 1,189 72 ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 7 1

2109 小売業 20 322 36 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 7 9 2

2110 運送業 10 1,507 150 ○ ○ ○ 7 1 3 1

2111 運輸業 10 320 61 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 7 4 1

2112 小売業 18 1,119 102 ○ ○ ○ ○ - 2 10 2

2113 造園業 10 200 7 ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 6 1

2114 飲食業 10 1,005 165 ○ ○ ○ ○ 4 4 5 -

2115 アミューズメント施設 20 2,086 202 ○ ○ ○ 10 5 6 2

2116 食品小売業 30 8,067 27 ○ ○ ○ 3 1 3 -

2117 製造業 77 3,183 99 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 10 1

2118 陶磁器卸売 20 553 19 ○ ○ ○ ○ 3 3 7 3

2119 食品加工 32 620 38 ○ ○ ○ 4 4 6 -

2120 建設業 38 1,407 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 2 7 2

2121 宿泊業 60 599 75 ○ ○ ○ ○ 2 5 9 1

2122 食品卸 - 32 2 ○ 2 2 6 1

2123 衣料品小売 30 1,900 96 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 9 2

2124 建設業 20 442 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 4 9 2

2125 小売業 30 1,900 207 ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 7 -

2126 製材業 40 1,326 45 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 5 1

2127 木材加工 15 226 7 ○ ○ 6 6 2 1

2128 製造業 140 3,069 170 ○ ○ ○ 2 2 10 1

2129 建設業 10 646 38 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 5 5 1

2130 運送業 28 157 15 ○ ○ ○ ○ 4 4 5 1

2131 製造業 20 396 81 ○ ○ ○ 5 4 8 3

2132 建設業 30 1,248 12 ○ ○ ○ ○ 3 3 5 1

従業員（人）

番号

売上高
（百万円）

経営者等の取組

管理会計
手法導入

外部人
材登用

企 業 概 要

資本金
（百万円）

業 種
私財
提供

その他

事業面での対応

増資 その他

企業の取組

グループ
企業再編

資産売却
実質放棄

金融支援方法

DDS DES
協議会版
資本的
借入金

経営
責任

株主
責任

株式買取 増資

金融面での対応

企業再
建資金
制度

自治体
制度融資 プレDIP

新規融資で活用された制度トピック

保証協会保
証付き

債権買取

中小企業再生ファンドの活用

融資

円滑化借
換保証制

度
リスケ

資産
売却

増資
新規
貸付

債権
放棄

役員報酬
削減

RCC、
ｻｰﾋﾞｻｰ

卒業
ｽﾎﾟﾝｻｰ付

17年
税制

債権
売却

計画目標

経常黒字化
への転換

実質債務超
過解消

有利子負債のCF倍率



（参考） 再生計画策定支援完了案件の概要（その１）

譲渡・分割
＋清算

直接放棄 計画年度 計画年度 倍 計画年度
従業員（人）

番号

売上高
（百万円）

経営者等の取組

管理会計
手法導入

外部人
材登用

企 業 概 要

資本金
（百万円）

業 種
私財
提供

その他

事業面での対応

増資 その他

企業の取組

グループ
企業再編

資産売却
実質放棄

金融支援方法

DDS DES
協議会版
資本的
借入金

経営
責任

株主
責任

株式買取 増資

金融面での対応

企業再
建資金
制度

自治体
制度融資 プレDIP

新規融資で活用された制度トピック

保証協会保
証付き

債権買取

中小企業再生ファンドの活用

融資

円滑化借
換保証制

度
リスケ

資産
売却

増資
新規
貸付

債権
放棄

役員報酬
削減

RCC、
ｻｰﾋﾞｻｰ

卒業
ｽﾎﾟﾝｻｰ付

17年
税制

債権
売却

計画目標

経常黒字化
への転換

実質債務超
過解消

有利子負債のCF倍率

2133 製造業 47 119 19 ○ ○ ○ ○ 7 7 3 2

2134 製造業 30 694 90 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 4 7 1

2135 卸売業 77 574 34 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 7 8 1

2136 製造業 10 116 14 ○ ○ ○ ○ 3 3 5 1

2137 小売業 13 273 42 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 6 10 2

2138 小売業 180 50 182 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 5 7 1

2139 印刷業 10 1,015 40 ○ ○ ○ 5 5 10 1

2140 運輸業 37 880 335 ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 7 1

2141 衣料品卸売 10 326 11 ○ - 10 10 2

2142 衣料品小売 50 782 59 ○ ○ 1 1 2 -

2143 砕石卸 45 1,815 43 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 4 8 1

2144 サービス業 85 547 32 ○ ○ ○ ○ 10 5 4 3

2145 サービス業 108 360 21 ○ ○ ○ ○ 1 1 8 1

2146 運送業 3 192 28 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 1 4 1

2147 サービス業 7 104 25 ○ ○ 3 5 7 3

2148 製造業 8 654 33 ○ ○ ○ ○ 1 5 9 3

2149 資材卸売 90 6,279 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 3 1

2150 製造業 50 217 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 7 3

2151 製造業 100 6,500 182 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 6 2

2152 アクセサリー販売 10 83 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 4 5 -

2153 通信販売 47 2,193 21 ○ ○ ○ ○ 9 4 6 1

2154 食品加工 24 1,629 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 6 8 1

2155 自動車部品・用品の販売 17 2,755 107 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 17 1



（参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その２）

◆「中小企業再生支援協議会実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準を満たさないものとして再生計画策定を支援した案件（４６件）

計画年度 計画年度 倍 計画年度

2156 製材業 3 221 23 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 7 5 8 1

2157 工事業 10 215 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 5 5 3 -

2158 建築資材卸 20 549 18 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 5 5 13 1

2159 食品製造 72 1,030 67 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 5 5 23 1

2160 サービス業 15 551 62 ○ ○ ○ ○ リスケ プレＤＩＰ 4 5 7 1

2161 サービス業 49 261 74 ○ ○ リスケ - 5 18 4

2162 飲食業 5 228 30 ○ ○ リスケ - 5 18 1

2163 製造業 56 639 39 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 8 5 9 2

2164 建設業 99 6,018 61 ○ 無し 5 2 9 1

2165 建設資材卸 50 3,134 38 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ
保証協会
保証付き

8 8 19 2

2166 運輸倉庫業 30 2,579 345 ○ 無し 14 14 4 1

2167 印刷業 50 578 67 ○ 無し 5 4 8 3

2168 酪農業 270 9,512 148 ○ ○ ○ リスケ 12 12 1 -

2169 情報・通信 24 132 21 ○ リスケ 25 5 19 1

2170 紙加工品製造 10 1,784 40 ○ リスケ 7 3 10 -

2171 金型製造 23 446 19 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 7 3 7 1

企業の取組

計画目標金融面での対応事業面での対応

経営者等の取組 経常黒字化
への転換新規融資

で活用さ
れた制度

金融支援方法

実質債務超
過解消

その他

番号

企 業 概 要

資本金
（百万円）

業 種
売上高

（百万円）
資産
売却

増資従業員（人）
管理会計
手法導入

外部人
材登用

増資 その他
グループ
企業再編

株主
責任

有利子負債のCF倍率

私財
提供

資産
売却

役員報酬
削減

新規
貸付

債権
放棄

経営
責任



（参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その２）

計画年度 計画年度 倍 計画年度

企業の取組 経営者等の取組 経常黒字化
への転換新規融資

で活用さ
れた制度

金融支援方法

実質債務超
過解消

その他

番号
資本金

（百万円）
業 種

売上高
（百万円）

資産
売却

増資従業員（人）
管理会計
手法導入

外部人
材登用

増資 その他
グループ
企業再編

株主
責任

有利子負債のCF倍率

私財
提供

資産
売却

役員報酬
削減

新規
貸付

債権
放棄

経営
責任

2172 食品加工 31 1,713 169 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 10 3 8 1

2173 不動産業 20 85 6 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 6 5 20 2

2174 建設業 21 1,362 20 ○ ○ ○ リスケ 19 10 9 1

2175 建具製造業 82 2,740 39 ○ ○ ○ リスケ 6 6 10 -

2176 建設資材卸 32 2,886 55 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 5 5 18 1

2177 食品加工 6 399 40 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 7 7 7 1

2178 製造業 10 475 76 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ
保証協会
保証付き

8 5 4 2

2179 建設業 20 476 - ○ ○ ○ ○ リスケ - 5 3 -

2180 運送業 40 186 33 ○ リスケ 10 5 11 3

2181 小売業 - 46 6 ○ ○ ○ ○ リスケ 6 5 6 1

2182 製造業 12 813 45 ○ ○ ○ ○ リスケ 8 5 11 3

2183 宿泊業 10 2,320 157 ○ ○ 無し 12 5 19 3

2184 製造業 20 481 48 ○ ○ ○ リスケ - 4 9 1

2185 電気機器製造業 44 533 76 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＤＥＳ 5 2 7 2

2186 資材卸売 20 855 27 ○ ○ ○ ○ リスケ 10 10 11 1

2187 宿泊業 12 600 35 ○ ○ ○ リスケ 2 5 13 -

2188 衣料品卸売 3 40 3 ○ ○ リスケ 5 5 13 5



（参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その２）

計画年度 計画年度 倍 計画年度

企業の取組 経営者等の取組 経常黒字化
への転換新規融資

で活用さ
れた制度

金融支援方法

実質債務超
過解消

その他

番号
資本金

（百万円）
業 種

売上高
（百万円）

資産
売却

増資従業員（人）
管理会計
手法導入

外部人
材登用

増資 その他
グループ
企業再編

株主
責任

有利子負債のCF倍率

私財
提供

資産
売却

役員報酬
削減

新規
貸付

債権
放棄

経営
責任

2189 サービス業 379 1,479 65 ○ ○ ○ リスケ 13 5 10 2

2190 食品卸 30 1,014 113 ○ ○ ○ リスケ 6 5 10 1

2191 宿泊業 84 307 33 ○ リスケ 不明 5 33 不明

2192 建設業 30 1,265 25 ○ ○ ○ リスケ 8 5 6 1

2193 建設業 10 716 15 ○ ○ リスケ 1 5 8 1

2194 運輸業 10 40 14 ○ ○ ○ リスケ 8 5 1 1

2195 建設業 27 129 5 リスケ
保証協会
保証付き

1 5 2 1

2196 小売業 - 62 3 ○ リスケ 6 6 9 1

2197 製造業 20 504 27 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 11 5 14 3

2198 卸売・小売業 3 51 6 ○ ○ ○ ○ リスケ 9 5 12 1

2199 製造業 10 45 1 ○ ○ ○ ○ リスケ 9 5 12 1

2200 建設業 10 228 16 ○ ○ ○ リスケ 5 5 12 1

2201 サービス業 10 228 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＤＤＳ 1 5 17 2


